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要旨

本研究は整形外科的治療を必要としていないものの膝に不安を感じている地域在宅高齢女性を対象に行動

科学の手法を取り入れ、参加者と運動指導者が共同して膝関節筋力強化プログラムを作成する過程が参加者

の自己効力感、身体機能（体力、膝に関する不定愁訴感）に及ぼす影響を明らかとすることを目的とした。

対象者は地域に在宅し整形外科的治療を必要としていないものの膝に不安を感じている中高齢期女性を対象

に参加者を募集した。介入群は地域に在住する中高齢女性23名（平均年齢64.3±4.6歳）、対照群は女性12名（平

均年齢63.1±5.1歳）の合計35名であった。このうち教室終了時の測定・調査を完遂した介入群20名（平均年

齢65.5±6.7歳）、対照群10名（平均年齢62.9±5.0歳）の合計30名を効果評価の対象者とした。介入期間の前

後において体力測定を実施した結果、膝伸展力、平衡性項目の開眼片足立ちの各体力要素に有意な向上が認

められた。教室への参加率は88.3±10.0％、プログラム実施率は80.9±22.0％であった。膝関節不定愁訴感得

点においても教室参加による有意な改善が認められた。以上の結果、本研究で考案した行動科学手法を用い

た参加者参加型のセミオーダー運動プログラムが身体機能および膝関節不定愁訴感を改善する可能性が示唆

された。
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１．緒言

現在、国民総医療費は30兆円を超え今後もその規模は増加が続き、医療費の名目国民総生産に対

する比率は2060年には11.7％と2008年の約1.6倍に増加すると予想されている１）。その要因として老年

人口の増加が挙げられる。老年人口の増加は2030年年代まで増加が続くと予想されており２）、健康保

険制度の維持には医療費の抑制が重要な課題である。そのためにも予防医学の取り組みが重要と考え

られている。特に日本人女性は世界一の長寿を達成しているものの膝などの関節に対する有訴者率は

1000対74と第３位に位置しており３）、関節痛による日常生活能力の低下が生活の質（QOL）に大き

な影響を及ぼしていることが認められている４）。高齢者の膝関節の痛みは必ずしも骨自体に障害がな

い例も多く、膝関節周囲の筋力不足に起因する例が多いことが報告されている５）。

筋力の強化には１回当たりの運動強度、あるいは実施頻度の重要性が知られているが同時に一定期

間にわたって運動の継続実施が重要である。また、一般的に筋力は青年期と比較して高齢期では加齢

に伴って筋力が低下することが知られている。そのことから考えるとさらに筋力を強化するには定期

的、継続的な筋力強化プログラムの実施が求められる。我々は先に運動プログラムを実施し効果を得

ても教室の期間終了後に中断してしまう例が多いことを報告している６）。このように運動の必要性に

ついては十分に理解しながらも習慣化できない現状が伺われ、解決策の考案が期待されている。プロ

グラム継続に対する大きな阻害要因としてShephard７）は用いられる運動内容の複雑さ、強度が強す

ぎることを指摘している。また、運動が継続されない理由として参加者が予め決められたプログラム

をそのまま実行するように求められ、「やらされている」印象を持つことが示唆されている８）。その

解決策として行動変容を促す行動科学が注目されており、我々はこの行動科学手法を利用し運動、身

体活動の継続性に有効であることを報告してきた９、10）。

そこで本研究は整形外科的な治療を必要としていないものの膝に不安を感じている地域在宅高齢女

性を対象に行動科学の手法を取り入れ、参加者と運動指導者が共同して膝関節筋力強化プログラムを

作成する過程が参加者の自己効力感、身体機能（体力、膝に関する不定愁訴感）、運動プログラムの

実施率に及ぼす影響を明らかとすることを目的とした。

２．研究方法

ａ．対象者

地域に在宅し整形外科的な加療中ではないものの膝に不安を感じている中高齢女性を対象に参加者

を募集した。介入群は地域の在住する中高齢女性23名（平均年齢64.3±4.6歳）、対照群は女性12名（平

均年齢63.1±5.1歳）の合計35名であった。教室開催期間を３ヶ月に設定し教室終了時の測定・調査を

完遂した介入群20名（平均年齢65.5±6.7歳）、対照群10名（平均年齢62.9±5.0歳）の合計30名を効果

評価の対象者とした。

ｂ．介入方法

教室開催期間中、介入群は２週間ごとに１回当たり60分の教室を開催した。運動プログラムは先
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行研究を参考に運動指導者があらかじめラバーチューブや自重を併用したレジスタンス・トレーニン

グについての動作を作成した。原案としたその一例を図１に示した。その上で教室において参加者に

指導した直後、自宅で実施可能か否かを５段階で評価するように依頼し、あわせて各回の終了時に得

たコメントを参加者間で共有しながら相互に意見交換が出来る時間を設定した。そこで集約した意見

を参考に運動プログラムを修正した。また、運動習慣の形成を意図してMarcusら11)を参考に社会的

支援（家族からの励まし、自らの体験を交換する）、刺激統制（運動記録表を目に付きやすいところ

に張る）、遭遇した困難への対処法をアドバイスする、病気、怪我といった生活の変化に留意するよ

う促した。さらに教室において体験した運動プログラムを次回まで自宅で実施し、実施状況をカレン

ダー形式の記録用紙に記入するように依頼した。対照群では期間中２週間ごとに教室を開催し、対照

群の参加者は一般的に行われているウォーキング、ストレッチ体操へ参加した。

ｃ．評価

c-1　身体機能

教室開催期間の前後に身体機能測定および調査を実施した。身体機能の測定項目は以下のように、

形態項目として身長、体重、体脂肪率、体力測定では下肢筋力（等尺性膝伸展筋力）、柔軟性（長座

体前屈）、静的平衡性 （開眼および閉眼片足立ち、Functional Reachテスト）を実施した。等尺性膝

伸展筋力は膝90度屈曲位から等尺性伸展方向へ筋力発揮させ、竹井機器社製のテンションメーターＤ

により㎏単位で測定した。長座位体前屈は神野ら12）の方法に従い、被験者は長座姿勢で踵をつけた

状態で足先を５㎝はなして目盛り板と同じ位置に合わせた後、両手を伸ばして指先をそろえ、膝を伸

ばしたまま徐々に上体を前屈してマーカーを遠方にゆっくり押して最遠位までの距離を測定した。測

定において膝が曲がる、反動をつける、指先がそろわない場合はやり直しとした。開眼片足立ちは

文部科学省の実施要領13）に則り、また閉眼片足立ちも文部科学省の開眼片足立ちを閉眼で行わせた。

Functional Reachテストは大渕らのマニュアルに従った14）。測定はいずれも２回実施し、良い方の

値を採用した。

c-2　調査

身体機能測定と同時に調査紙法により膝関節不定愁訴感調査および運動実施に対するセルフ・エ

図１．運動プログラム
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フィカシー調査を実施した。膝関節不定愁訴感には日本版変形性膝関節患者機能（Japanese Knee 

Osteoarthritis Measure：JKOM）を用いた。本尺度は西オンタリオ州立大学McMaster大学変形性

関節症インデックスをもとに開発され、尺度の信頼性、妥当性については先行研究によって確認さ

れている15）。JKOMは痛みの程度、疼痛とこわばり、日常生活機能、全般的活動、健康状態について

の５カテゴリーについて各質問の回答を求める方式で行われるが、本研究ではそのうち疼痛とこわば

り、日常生活機能の２カテゴリー、計18問について回答を求めた。回答はもっとも軽度を１点、重度

を５点として点数化し、18点から90点の範囲に分布した。運動セルフ・エフィカシーは岡ら16）によっ

て日本語版の信頼性と妥当性が検証された５項目からなる尺度を採用した。この尺度は，定期的に運

動することに対する自己効力感を測定する項目で構成されている。本研究では，「少し疲れていると

きでも，運動する自信がある（肉体的疲労）」「あまり気分がのらないときでも，運動する自信がある

（精神的ストレス）」「忙しくて時間がないときでも，運動する自信がある（時間のなさ）」，「気分乗ら

なくても運動する自信がある」「あまり天気がよくないときでも，運動する自信がある（悪天候）」の

各項目について，「全くそう思わない」から「かなりそう思う」の５段階尺度で評定し，それぞれ「１」

点から「５」点を与え，等間隔尺度を構成するものとした。分析においては，５項目の総和（満点は

25点）による合成変数とした．その他，教室参加率（参加日数／開催日数×100）および一日ごとの

運動実施記録表から運動プログラム実施率（実施日数／介入期間日数×100）を求めた。

ｄ．解析方法

群内の前後比較は対応のあるt-test、群間の比較は前値の比較には対応のないt-test、介入効果の

検定は共分散分析（Δ（後値－前値）を従属変数 、介入の有無を独立変数、共変量に初期値、年齢）

を用いた。有意水準は５％未満に設定した。

ｅ．倫理的配慮

本研究の参加者には研究の趣旨、内容を説明し、途中における参加辞退も可能であることを説明し

たうえで、同意を得た上で実施した。

３．研究結果

ａ．介入開始時の身体状況

教室期間前に参加者の参加群および非参加群の値はそれぞれ身長（152.5±4.5㎝ vs 153.5±2.9㎝）、

体重（53.0±6.9㎏ vs 55.4±3.2㎏）、BMI（22.7±1.8 vs 23.8±1.7）と両群間に有意差は認められなかっ

た。また、等尺性膝伸展筋力、長座体前屈、開眼および閉眼片足立ち時間、Functional Reachテス

トの結果も有意差は認められなかった（表１）。参加者は主に散歩、ラジオ体操などの軽度の体操を

日常的に行っていたが、いずれも１回あたり30分未満の者が大半であり、週２回、１回30分以上の運

動を６ヶ月以上継続している運動継続者に属する者は教室参加群で23名中５名、非参加群では12名中

３名であった。
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ｂ．介入前後の身体機能変化

介入期間の前後において身体機能測定を実施した結果を表１に示した。身体機能の各項目とも介入

前値では両群間に有意な差は認められなかったが、介入期間後に膝伸展力、および開眼片足立ちが介

入群のみに有意な向上が認められた。この変化を対照群の変化と比較においても有意な向上と判断で

きる変化であった。同じ平衡機能の評価指標である閉眼片足立ちでは対照群が有意な低下を示し、介

入群では変化がないという結果が得られたものの介入効果を確認することは出来なかった。

ｃ．調査結果

教室への参加率は88.3±10.0％、自宅でのプログラム実施率は80.9±22.0％であった。調査紙法に

より求めた膝関節不定愁訴感、運動セルフ・エフィカシーの変化を表２に示した。介入前値の両群間

の得点を比較すると膝関節不定愁訴感には両群間で差が認められなかったが、運動セルフ・エフィカ

シーは対照群の方が有意（P＜0.05）に高い数値を示していた。介入期間後、両指標は介入群のみで

有意な改善を示した。また膝関節不定愁訴感の変化には介入効果が確認された。

４．考察

介入研究において身体運動の実施、継続に対して影響を及ぼす要因としては運動のタイプ、コス

ト、複雑さといった運動自体の要因、施設の利便性、近隣性という環境要因、および、家庭内で親や

配偶者の役割を果たす責任から運動を行う時間が制約されるといった社会的な要因などがあることが

報告されている17)。その中でも運動自体の要因は運動の実施に大きな影響を及ぼすことが報告されて

いる７）。同時に運動のセルフ・エフィカシーは運動継続を規定する重要な要因であることが示唆され

ており18)、Trost SGらはセルフモニタリングや目標設定技法が運動実施継続の強化に有効であると

述べている19)。また、井上と下光は関心があるからといって必ずしもすべての人が行動変容しやすい

表１．身体機能の変化

介入群 n＝20 対照群 n＝10 介入効果の検定

前値 後値 P＝ 前値 後値 P＝ F＝ P＝

膝伸展力（㎏） 21.0±6.0 26.5±5.3 0.003 21.3±4.0 22.2±3.2 0.185 6.07 0.020
開眼片足立ち（秒） 16.8±6.4 20.8±3.9 0.003 13.7±4.1 13.6±3.9 0.930 31.10 0.000
閉眼片足立ち（秒） 8.3±5.3 7.3±4.8 0.489 8.8±4.2 6.1±3.0 0.020 0.58 0.454
ファンクショナルリーチ（㎝）16.6±3.8 16.2±4.1 0.739 14.2±2.4 12.8±4.5 0.401 2.33 0.140
長座体前屈（㎝） 9.5±6.4 10.5±4.6 0.523 11.3±4.9 11.1±4.8 0.780 0.00 0.990

表２．調査結果

介入群 n＝20 対照群 n＝10 介入効果の検定

前値 後値 P＝ 前値 後値 P＝ F＝ P＝

膝関節不定愁訴感（点） 29.5±5.3 25.8±3.4 0.000 28.3±3.4 28.2±3.3 0.811 15.62 0.001
セルフエフィカシー（点）14.6±3.4 16.6±3.7 0.035 17.5±2.2 17.6±2.2 0.840 0.61 0.810 
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わけではなく、実行できそうな運動種目の選択が役立つと述べている20)。本研究で考案したプログラ

ムは参加者とのディスカッションを交えながらいわばセミオーダーの運動プログラムを作成する過程

が身体機能の向上に寄与する可能性を示した研究といえる。介入群の参加率は平均88.3％と従来型の

参加率（70％程度21、23））と比べても高い参加率が得られた。その結果を裏付けるように運動に対する

セルフ・エフィカシー得点が介入群でのみ有意に向上し、本研究方法により運動プログラムに対する

行動変容の兆しが起こっていると見ることが出来よう。介入群の自宅での運動プログラム実施率も平

均80.9％と良好な値を示した。このように介入プログラムの実用性という意味から本介入プログラム

は一定の評価が得られる方法と考えられる。

介入プログラムの価値を評価する視点として実用性と同時に有効性が挙げられる。本研究の有効性

の指標として脚伸展力の向上を挙げることが出来る。膝関節は大腿部から膝関節をまたいで下肢骨に

付着する大腿四頭筋など人体の中でも比較的大きな筋が関与している。膝伸展筋力は特に大腿四頭筋

の関与する割合が高いことから本研究でも重点的に運動プログラムを提供した。そのプログラムは自

重およびエラスティックチューブを利用する方法であったが、いずれも筋肥大を促すほどの強度とは

考えられない。本研究に見られる膝伸展筋力の向上は大脳から大腿部への随意的な発火頻度の増加な

ど神経要因の改善の結果であると推察される。このような膝伸展力の向上は開眼片足立ち時間の改善

にも貢献したと考えられる22)。さらに膝関節不定愁訴感得点も有意に改善（低下）する結果を得た。

JKOMは2002年に日本整形外科学会理学診療委員会などの合同委員会によって作成されたものであ

り、運動療法による効果指標として広く用いられている。例えば、岩谷たち23）は膝痛を有する患者

を対象に８週間の運動療法により痛みの軽減とJKOM得点の軽減を報告し、同様に野呂たち24）の膝

痛改善プログラムにも利用されている。このJKOM得点の変化は調査対象者自身の内省報告を数値

化したものと考えることが出来る。したがって、客観的な指標である脚伸展力の向上以上に教室参加

者にとっては自覚症状の改善を意味しており、生活の質（QOL）の改善に貢献したものと考えるこ

とが出来る。

上記のように本研究プログラムが参加者の膝痛の程度を軽減し、身体機能の有効性を示したものの

膝痛の原因は様々であり、異なるアプローチを検討する必要性があることは言うまでもない。本研究

の手法が一定の効果を認めたが、これは参加者との相互関係が生んだ結果と考えられ、この手法が本

研究の参加者以外にも適応可能か否かという一般化の可否については更なる検討が必要である。ま

た、高齢期では継続しなくては開始前の水準に低下することも報告されており６），その支援方法はま

だまだ緒に就いたばかりである。

本研究の一部は2010年度「東洋大学特別研究」の助成を受けて実施したものである。ここに記すと

ともに関係各位に感謝いたします。
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Effects of knee strength improvement program collaborated 
with participants using behavior science

KOHNO Hiroshi, ASAI Hidenori

Summary

　The purpose of this study was to examine the effect of knee strength improvement program made with 

participants to develop the self-efficacy of participants living in the community. The model program was 

developed by the exercise leader. In the class, participants exercised on the program with the exercise leader, 

and discussed the difficulty of the exercise program. After that the quantity and menu were developed. In this 

study, we assessed the changes of physical fitness (height, weight, BMI, knee extension strength, balance ability, 

sit-and-reach test) , the self-efficacy score of exercise, and the knee stability score (JKOM). Participants were 

35 middle and old aged females. The intervention group were 23 persons (64.3±4.6yrs) and the control group 

were 12 females (63.1±5.1yrs.). Before the intervention period, height (152.5±4.5cm vs 153.5±2.9cm) and 

weight ( 53.0±6.9kg vs 55.4±3.2kg), BMI (22.7±1.8 vs 23.8±1.7) were not different significantly. After the 

3-month intervention period, physical fitness had improved significantly. Knee extension strength (Class: pre; 

21.0±6.0kg post; 26.5±5.3kg, P=0.003,  Control: pre; 21.3±4.0kg post; 22.2±3.2kg, NS, P=0.020), One-leg-

standing time with eyes-open(Class: pre; 16.8±6.4sec. post, 20.8±3.9sec. P=0.003,  Control: pre; 13.7±4.1sec. 

post, 13.6±3.9sec. NS, P=0.000), improved significantly. JKOM score was also improved significantly only in 

the intervention group. From these results, this program was useful to improve functional fitness for community 

dwelling elderly women.

Keyword: Behavior Science　Functional Fitness　Resident’s Collaboration
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